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「安全・安心」と「医科学的根拠（EBPM）」に基づく、社会全体のウェルビーイングの向上、
社会活性化や課題解決、そして持続可能な社会の実現に向けて
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日本理学療法士協会の取組と成果
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日本理学療法士協会の取組と成果（スポーツ関連事業）
〇 日本理学療法士協会（本会）では、これまでに、「国民のスポーツ実施率向上に向けた普及活動」、「国際大会におけるメディカルサポート支援活動」、 

「スポーツ領域に関わる 理学療法士の育成（パラスポーツの指導者育成の推進）」などの取り組みを行ってきた。

2016年

■国際大会のメディカルサポート支援活動
・2024年～ パリオリンピック・パラリンピック参加者表彰（理学療法士）
・2022年 2020東京オリ・パラにおける取組と記録集の発行
・2021年 2020東京オリ・パラのポリクリニックや競技会場における理学療法サービス
・2017年 オリ・パラ大会に参加する理学療法士の研修体制構築

■国民へのスポーツ実施率向上に向けた普及活動
・2023年～ Sport in Life コンソーシアムへの加盟
・2022年～ リガクラボ（国民向け広報）によるスポーツ普及啓発活動
・2022年～ 都道府県理学療法士会のスポーツ担当者との連携
・2021年～ 理学療法ハンドブック（第3版）作成と国民への周知

■スポーツ領域に関わる理学療法士の育成
・2016年～ 全国ボッチャ選抜甲子園 ボランティア派遣の協力
・2016年～ 中級パラスポーツ指導員養成講習会の受講による指導員育成の推進
・2015年～ オリ・パラ大対策本部を設置（オリ・パラをサポートするPTの育成推進）
・2010年～ スポーツ認定理学療法士の育成を開始
・1997年～ スポーツ専門理学療法士の育成を開始

2025年2022年

2017年～：オリ・パラ大会に参加する理学療法士の研修体制構築 2022年～：リガクラボ：スポーツ普及活動啓発

2021年~：理学療法ハンドブック作成と国民への周知（第３版）

2016年～2019年：中級パラスポーツ指導員養成研修開催
（日本理学療法士協会主催）
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〇 本会は、主に全国の医療・介護施設等で働く約14万人の理学療法士の会員を擁する公益社団法人格を有する医療専門職団体。
〇 本会は、アスリートの支援やライフパフォーマンスの向上に向けたスポーツの推進、地域と寄り添ったスポーツ分野への参加など、スポーツ（競技・健康・障害）に係る理学療法士に

よる取り組みを全国に普及推進するため、スポーツ庁や関係団体と連携して広く国民に周知するための活動を行っている。

近年の取組①（2024年～2025年）

2024年４月
 令和６年度Sport in Life 推進プロジェクト「ライフパフォーマンスの向上に向けた目的を持った運動・スポーツの調査研究」

※スポーツ庁事業委託、令和５年度より継続して実施。 ※一般社団法人 日本スポーツ理学療法学会 協力

2024年６月

スポーツ関連部会 ※所属は当時のものを記載。
 スポーツ理学療法業務推進部会

部会長：鈴川 仁人（横浜市スポーツ医科学センター）
部会員：相澤 純也（順天堂大学）、中丸 宏二（株式会社NECライベックス）、高橋 佐江子（国立スポーツ科学センター）、

牧原 由紀子（国際医療福祉大学）、井上 夏香（横浜市スポーツ医科学センター）
 パラスポーツ理学療法業務推進部会

部会長：清宮 清美（日本理学療法士協会 理事）
部会員：鳥居 昭久（東京保健医療専門職大学）、北村 麻衣子（愛知県青い鳥医療療育センター）、石丸 知（メディカルフィットネスセンターCHAX）、

杉山 真理（東京保健医療専門職大学）、駒場 佳世子（横浜市立脳卒中・神経脊椎センター）、玉置 龍也（横浜市スポーツ医科学センター）

2024年６月  地域における理学療法士とパラスポーツのかかわりに関する士会実態調査（対象：全国47都道府県 理学療法士会）

2024年７月  ライフパフォーマンスの向上に向けた目的を持った運動・スポーツの実践に関する実態・ニーズ調査検討委員会 中間取りまとめ

2024年12月  SPORTEC実行委員会に加わる

2025年２月  全国パラスポーツ関連担当者会議（対象：全国47都道府県 理学療法士会）

2025年３月
 「ライフパフォーマンスの向上に向けた目的を持った運動・スポーツの推進に係る調査研究

（ライフパフォーマンスの向上に向けた目的を持った運動・スポーツの実践に関する実態・ニーズ調査）」成果報告書 提出

2025年６月

 スポーツ理学療法業務推進部会
部会長：鈴川 仁人（横浜市スポーツ医科学センター）
部会員：相澤 純也（順天堂大学）、中丸 宏二（日本電気株式会社）、一場 友実（杏林大学）、高橋 佐江子（国立スポーツ科学センター）、

 牧原 由紀子（国際医療福祉大学）、井上 夏香（横浜市スポーツ医科学センター）小林 匠（群馬大学医学部保健学科）

2025年７月  SPORTEC 2025 日本理学療法士協会 企画セミナー

2025年11月
 「スポーツ庁 障害がある方へのスポーツ指導・関わり方 入門ハンドブック 研修会」

～障がいのある方を模してのボッチャ体験・シニアと学生との交流ボッチャイベント

2025年12月  2024パリオリンピック・パラリンピック大会に参加した理学療法士へ表彰状の送付（対象者60名）
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近年の取組②（2024年～2025年）

目的を持った運動・スポーツの実践

ライフパフォーマンスの定義を検討

【実施主体】 スポーツ庁（委託先：株式会社リベルタス・コンサルティング） 本会へ協力依頼
【目的】 ・障害のある方が障害のある方が地域でスポーツを楽しめる環境を整備

 ・障害者スポーツ専門以外の指導者も基礎知識を習得し、指導の質・量を充実
・「障害のある方へのスポーツ指導・関わり方 入門ハンドブック」の活用促進

校内研修シリーズ
NITS独立行政法人教職員支援機構
https://www.nits.go.jp/materials/intramural/

【事業名】 令和7年度パラスポーツ推進プロジェクト（障害のある方へのスポーツ指導等研修会の事例集作成事業）

【活動期間】2025年7月30日～2025年8月1日 ＠東京ビッグサイト
【ブース設置】来場者の対応やパンフレットやハンドブックを配布
【ボッチャ体験】理学療法士が関わりの深いパラスポーツの一つとしてボッチャの体験を
実施【日本理学療法士協会主催セミナー】 2025年7月31日（木）12:30～13:30

SPORTEC2025での周知・広報活動 展示ブース

〇 令和５年度よりライフパフォーマンスの向上に向けた取り組みを、スポーツ庁と連携して推進。
〇 パラスポーツ推進プロジェクトについて、障害のある方へのスポーツ指導・関わり方入門ハンドブックの活用を推進。

【事例収集】
＜受講対象＞
①学校教員（特別支援学校・特別支援学級に限らず、小学校・中学校・高校の体育指導に当たる教師等
②学生（体育・スポーツ関係、教職課程）
③スポーツクラブ職員等（総合型スポーツクラブ、民間のスポーツクラブ、スポーツ少年団含む）
④その他（スポーツ施設職員等、スポーツイベントや大会等のボランティア、医療関係者、福祉関係者等）

＜スポーツ理学療法業務推進部会として実施＞
令和7年11月1日 10:00-14:00「ボッチャサークル」で研修実施 【講師：一場 友実 先生（杏林大）】
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ハンドブック活用事例 「障がいのある方を模してのパラスポーツボッ
チャ体験・シニアと学生との世代間交流イベント」

主催：日本理学療法士協会



日本理学療法士協会が認識する課題と
第４期基本計画に向けた提言
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第４期計画に向けた５つの重点提言

① ．安全・安心の確保と人材の質の向上
「トレーナー」の定義整理と「メディカルスタッフ（理学療法士）」の活用

②．子供たちが将来にわたり豊かで幅広いスポーツに親しむための安全管理体制の構築
部活動地域展開における理学療法士による身体機能フィジカルチェック体制の整備

③．女性アスリート支援の実効性向上
産前・産後・育児期における医学的リカバリー支援の確立に向けた理学療法士の活用

④．パラスポーツの専門的支援体制の確立
地域の理学療法士の活用によるタレント発掘とクラス分け支援の強化・促進

⑤．中央競技団体（NF）、日本オリンピック委員会（JOC）、日本パラリンピック委員会（JPC）
などの国内競技関連団体のガバナンスとしての医科学支援
東京2020大会の世界標準となった理学療法士によるサポート体制を平時のガバナンスへ

誰もが生涯にわたり安全にスポーツを継続できる体制づくりの構築
スポーツにおける理学療法の普及と理学療法士の活用推進
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〇 スポーツ現場では「トレーナー」の定義が曖昧で、多様な職種が混在しているため、医科学的判断やそれに基づく療法が必要な場面でも適切な人材配置がなされず、アスリー

トの安全確保にリスクが生じている。

〇 「誰もが生涯を通じてスポーツを継続できる環境の整備」の実現に向けて、医療系国家資格者の役割が十分に制度設計へ反映されていない。

現状の課題
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具体的な解決策（提言）

〇 役割分担の明確化：アスリート支援におけるケアを、「メディカル（安全・治療）」と「アスレティックケア（支援・強化）」に区分し、医科学的判断を要する領域には理学療法士等の

国家資格者を配置する体制を構築することにより、誰もが生涯を通じて安全にスポーツを継続できる体制づくりを行うこと。

〇 表記の適正化：「第４期スポーツ基本計画」に、アスリートの健康・生命を預かる領域については「理学療法士等の国家資格を有するメディカルスタッフ」と明記し、安全管理能

力を担保した人材配置を推奨すること。

①安全・安心の確保と人材の質の向上
「トレーナー」の定義整理と「メディカルスタッフ（理学療法士）」の活用

Ꙭ 「トレーナー」の定義を整理し、アスリー
ト支援に関わるスタッフの専門性と役割
を適切にしたい。

Ꙭ アスリートの身体ケアに携わる職種に
おいて、誤解のない表記を用いるように
したい。

Ꙭ なお、理学療法士でない者が理学療法
士やフィジオセラピスト、フィジカルセラ
ピスト等（英語表記含む）の名称を名乗
ることは名称独占違反に該当する。

スポーツ庁. スポーツ審議会スポーツ基本計画部会（第3期）（第3回）配布資料.【参考3-1】第3期スポーツ基
本計画の概要（簡易版）より抜粋

Ꙭ 基礎医学・臨床医学、理学療法専門学
を根源とした、根拠に基づく健康管
理・予防に対するアプローチが可能

Ꙭ 社会・地域理解、介護予防・指導、障
害福祉、女性支援など、多角的な専門
性を活かしたアプローチが可能

スポーツ基本計画に「理学療法士」を明記していただきたい



〇 指導者不足と質のばらつきにより、勝利至上主義・オーバーユースが生じ、特に地域展開では「運動が苦手な子」と「やりすぎる子」の二極化が進み、体力低下や障害・外傷リ

スクが増大している。

〇 安全管理の専門性が欠如しており、発育発達期の身体機能や心身の状態を認知できるように客観的に評価する仕組みがなく、子供の健康・安全を担保した「持続可能な地域

クラブ体制」が確立していない。
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具体的な解決策（提言）

〇 各種学校や地域クラブに理学療法士を配置し、「技術指導はコーチ」「身体の安全確認は理学療法士」という分業モデルを導入。発育発達期の身体機能（潜在的な障害・外傷

リスクを含む）チェック体制を標準化し、オーバーユースと障害・外傷を防止する「推進体制」の構築、及び継続的にスポーツを楽しむことができる体制を推進する。

〇 身体データの継続的収集・分析を理学療法士が担い、怪我の発生率低下等のエビデンスを国へ提供する仕組みを明記。自治体の総括コーディネーターや関係団体と連携し、

安全管理の専門職としての理学療法士を制度的に位置付ける。

②子供たちが将来にわたり豊かで幅広いスポーツに親しむための安全管理体制の構築
部活動の地域展開における身体機能（潜在的な障害・外傷リスクを含む）チェック体制の整備

現状の課題

現行 P15 

要望

学校部活動及び地域クラブ活動の在り方等
に関するガイドライン

（３）指導者
①指導者の質の保障
エ 指導者は、スポーツに精通したスポーツドクターや有資格の
トレーナー等と緊密に連携するなど、生徒を安全・健康管理等の面で支える。

（３）指導者
①指導者の質の保障
エ 指導者は、スポーツに精通したスポーツドクターや理学療法士、有

資格のトレーナー等と緊密に連携するなど、生徒を安全・健康管
理等の面で支える。スポーツ庁. 地域におけるスポーツ医・化学支援の在り方に関する検討会議. 提言書（概要）より一部抜粋

この範囲を下に
拡大していくこと
が望ましい

高等学校部活動へのメディカルサポート活動例

部活動・地域スポーツ活動における理学療法士の活用範囲は拡大している
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〇 「年齢、性別、障害の有無等にかかわらず、誰もが生涯を通じてスポーツを継続できる環境の整備」が求められる一方、産前産後の身体変化や産後の競技復帰に関する医学

的サポートが不足している。

現状の課題

具体的な解決策（提言）

〇 産後の身体ケアは医療とスポーツの境界領域であり、理学療法士の専門性が最も活かせる分野であることから、産前産後の身体変化に対応できる理学療法士による「伴走型

支援」を第４期スポーツ基本計画に明記する。

③女性アスリート支援の実効性向上
産前・産後・育児期における医学的リカバリー支援の確立に向けた理学療法士の活用

子供家庭庁. 産前・産後サポート事業ガイドライン P11より一部抜粋

＜産後ケア事業 実施担当者＞に理学療法士が明記されました

産前・産後・育児期まで多岐にわたるライフステージにおいて
伴走型支援として寄り添う理学療法士の役割が今後増えていく

子供家庭庁. 産前・産後サポート事業ガイドライン P30より一部抜粋

女性アスリートに向けた理学療法士の役割（例）

Ꙭ 女性アスリートがハイパフォーマンスを発揮できるよう、理学療法士の利活
用し、その効果検証を推進いただきたい

HPSC. 産後の競技復帰を目指すアスリートへの
トレーニングガイドブックより一部抜粋

日本理学療法士協会HP. 理学療法ハンドブック
⑤スポーツより一部抜粋
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〇 「共生社会の実現」に向けて、パラスポーツ振興の現場では、クラス分けなどの専門知識や指導者を支える人材が不足している。

現状の課題

11

具体的な解決策（提言）

〇 全国各地域に既に存在する都道府県理学療法士会を、パラスポーツの人材バンクとして位置づけ、タレント発掘・環境整備・「障害のある方へのスポーツ指導・関わり方 入門

ハンドブック」普及の拠点として活用する。

④パラスポーツの専門的支援体制の確立
地域の理学療法士の活用によるタレント発掘とクラス分け支援の強化・促進

理学療法士の役割整理と活用

理学療法士の役割の整理と周知啓発 推進プロジェクトの
新たな展開についての協働

医療場面

活動支援

アスリート支援

クラス分け

東京都パラスポーツ次世代選手発掘プログラムホームページより

都道府県理学療法士会によるパラスポーツ支援の展開

競技を支える指導者数の不足
指導者による各疾患への理解不足
環境整備を担う専門職の不足

日本理学療法士協会HP. 広報紙No20より抜粋

パラスポーツ大会
競技団体

パラスポーツセンター等への
多角的な啓発が優先！

理学療法士の活躍は
広がっている！



〇 東京2020大会では、理学療法士を含む多職種が一体的に配置され、世界最先端の医科学連携として高い評価を得たが、国内競技団体ではこの“国際的に通用する医科学支

援体制（世界標準）”が制度化されていない。（第３期計画に記載されたモデルが、一過性の「大会時支援」に留まり、平時のガバナンス設計に反映されていない。）

〇 医科学支援の任用基準が統一されておらず、「トレーナー」の資格・職域が曖昧なまま運用されている。結果として、競技団体ごとに安全管理・復帰プロセス・データ管理の質

が異なり、アスリート支援の公平性・透明性が確保できていない。

現状の課題

12

具体的な解決策（提言）

〇 国内競技団体の医科学支援要件として「理学療法士／フィジオセラピスト／フィジカルセラピスト／Physiotherapist／Physical Therapist）」を明記し、配置基準・研修体制・継続

教育を制度化する。これにより、「アスリートが自ら持つ可能性を発揮することができる環境」を、世界標準の医科学支援体制として担保できる。

〇 東京2020大会モデルを「平時のガバナンス」に組み込むため、傷害予防・復帰プロトコルおよび障害データベースを理学療法士主導で標準化する。育成・予防・データ活用を統

合し、「スポーツ・インテグリティ（暴力・誹謗中傷・不正操作防止）基盤の強化」につなげる。

⑤中央競技団体（NF）、日本オリンピック委員会（JOC）、日本パラリンピック委員会（JPC）
などの国内競技関連団体のガバナンスとしての医科学支援

東京2020大会の世界標準となった理学療法士によるサポート体制を平時のガバナンスへ

認定スポーツ理学療法士   ： 969名

認定運動器理学療法士 ： 4942名

専門スポーツ理学療法士   ：  411名

専門運動器理学療法士 ： 517名

国際総合競技大会* にJOCから派遣された日本代表選手団

本部メディカル（トレーナー）７６名の医療資格
７６％
(５８人)

理学療法士

1986年から2024年開催の
夏季大会 合計３０大会

 オリンピック競技大会
 アジア競技大会
 ワールドユニバーシティゲームズ

写真上：2024 パリ五輪競技大会、写真下：2020 東京五輪競技大会
2025年3月31日時点

ハイパフォーマンスアスリートのサポート実績

「国際総合競技大会における日本代表選手団メディカルの活動と理学療法士のかかわり」
スポーツ理学療法学 第3版 2023 メジカルビュー社（一部改編）

*

 東京2020大会を契機として、競技スポーツ分野で活躍する理学療法士が増加

 プロスポーツクラブ（NPBやJリーグ）において、理学療法士の有用性が浸透

 NF等の国内競技団体における理学療法士の常勤配置は、依然として限定的

 医学的根拠に基づく理学療法士の役割に関する周知が不十分

競技スポーツにおける理学療法士の活動

NPB プロ野球球団

３９名※１

Jリーグ クラブチーム

５２名※２

※１ 日本プロ野球トレーナー協会HP（2025年12月）

※２ Jリーグトレーナー会提供（2024年度データ）横浜DeNAベイスターズ

岡田 匡史 氏 （理学療法士）

横浜F・マリノス

菊川 大輔 氏 （フィジオセラピスト）

POST HP より
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